
 

 

双方向市場の経済分析 

 

【執筆者】 

 

砂田 充 

大阪府立大学経済学部准教授 

（前公正取引委員会競争政策研究センター研究員） 

msunada at eco.osakafu-u.ac.jp 

 

大橋 弘 

東京大学大学院経済学研究科准教授 

（前公正取引委員会競争政策研究センター主任研究官） 

ohashi at e.u-tokyo.ac.jp 

 

 

 

 

 

 

【この研究における役割分担と位置付け】 

 

1 この研究は，砂田及び大橋による共同分析・執筆作業によるものである。 

2 この研究は，2008 年 12 月，2009 年 4 月，2009 年 10 月及び 2010 年 3 月に開

催された競争政策研究センター・ワークショップ及び横浜国立大学ビジネ

ス・エコノミックス ワークショップにおいて，小田切宏之所長をはじめ参

加者各位から多くの御示唆を得た。心より感謝の意を表したい。 

3 本稿の内容は執筆者たちが所属する組織の見解を表すものではなく，記述中

に残る誤りは筆者達のみの責任に帰する。 

4 メールアドレス中の at は@を表す。 



 

 

双方向市場の経済分析（目次） 

 

1 はじめに ........................................................................................................................................ 1 

1.1 双方向市場とプラットフォーム .......................................................................................... 1 

1.2 日本の雑誌市場のケーススタディ ...................................................................................... 2 

1.3 再販売価格維持と市場競争 .................................................................................................. 3 

 

2 先行研究 ........................................................................................................................................ 5 

2.1 双方向市場に関する理論的先行研究 .................................................................................. 5 

2.2 双方向市場に関する実証的先行研究 .................................................................................. 6 

2.3 垂直的取引契約に関する実証的先行研究 .......................................................................... 9 

2.4 再販に関する実証的先行研究 ............................................................................................ 10 

 

3 雑誌市場のケーススタディ ....................................................................................................... 12 

3.1 日本の雑誌市場.................................................................................................................... 12 

3.2 モデル ................................................................................................................................... 14 

3.3 データ ................................................................................................................................... 17 

3.4 回帰変数 ............................................................................................................................... 18 

3.5 推定結果 ............................................................................................................................... 21 

 

4 弾力性の推定結果....................................................................................................................... 24 

4.1 読者需要 ............................................................................................................................... 24 

4.2 広告需要 ............................................................................................................................... 25 

 

5 再販と市場競争：予備的考察 ................................................................................................... 26 

5.1 出版社 ................................................................................................................................... 26 

5.2 供給モデル ........................................................................................................................... 28 

5.3 分析結果 ............................................................................................................................... 31 

 

6 結びにかえて .............................................................................................................................. 34 

 

参考文献 ............................................................................................................................................ 36 

 



 

1 
 

1 はじめに 

1.1 双方向市場とプラットフォーム 

 近年，異なるタイプのユーザーグループが存在する市場，いわゆる「双方向

市場（two-sided market）」における企業行動と市場競争の評価に注目が集まって

いる。双方向市場では，各ユーザーグループのプラットフォームの利用の程度

が互いに影響を与え合う「間接的ネットワーク効果（indirect network effect）」が

存在する。また，双方向市場では，異なるユーザーグループ間の取引を仲介す

る機能を持つ場，システム，制度，製品及びサービス，いわゆる「プラットフ

ォーム」が間接的ネットワーク効果を内部化するための重要な役割を果たす。

双方向市場とプラットフォームの具体的例について表 1－1 にまとめた。 

 

＝ 表 1－1 ＝ 

 

 双方向市場とプラットフォームへの競争当局及び規制当局の監視も強まって

いる。例えば，2008 年夏，インターネット検索エンジン大手の米 Google と米

Yahoo!が広告分野での提携を発表した。1当該提携により，Yahoo!は，Yahoo!検

索結果の広告を Google が販売する検索結果の広告と置き換えができるようにな

る。米司法省及び欧州委員会が当該提携の市場競争への影響について調査を開

始し，2008 年 12 月，米司法省が反トラスト訴訟を提起する旨の通知を行った。

この通知を受け，Google 及び Yahoo!は当該提携を断念することとなった。2 

 表 1－1 で示したとおり，検索エンジンはプラットフォームの典型例である。

通常，消費者(インターネットユーザー）は検索エンジンを使って，無料で様々

な情報を検索することができる。一方，広告主は広告料金を支払い，検索結果

に表示される広告スペースに広告を掲載する。広告主はユーザーの多い検索エ

                                                        
1 検索エンジンとはインターネット上で情報を検索することを可能にするサー

ビスのことである。 

2 Department of Justice（2008）及び公正取引委員会事務総局官房国際課（2008）

を参照のこと。 
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ンジンに広告を掲載したいと考え，インターネットユーザーにとっては，広告

の多い検索エンジンの方が，情報量が多いため魅力的である可能性がある（あ

るいは，広告の多い検索エンジンは不要な情報が多いため，敬遠される可能性

がある。）。つまり，インターネットユーザーと広告主の間に間接的ネットワー

ク効果が働いていると考えられる。したがって，検索エンジン（の運営事業者）

はこの間接的ネットワーク効果をうまく機能させ，検索エンジン全体のシステ

ムから得られる利潤を最大化するように，サービスの機能と取引条件を設計す

る必要がある。 

 一般的な市場とは異なる特徴を持つ双方向市場における競争政策と規制のあ

り方を考える場合には，特別な注意を払う必要がある。プラットフォームの価

格構造は，異なるユーザーグループから得られる利潤の合計を最大化するよう

に決定される。そして，双方向市場では，他のグループに与える間接的ネット

ワーク効果（NE）の大きいグループに対しては，その効果の小さいグループと

比べてそのマークアップ（ｒ）は小さい。 

p = c +ｒ(NE) 

したがって，ある種のグループ向け価格（p）が限界費用（c）を大きく上回っ

ていることが，直ちに，市場支配力を裏付ける証拠とはならないし，また，価

格が限界費用を大幅に下回っていたとしても，直ちに略奪的価格と認定するこ

とは不適切である。市場競争の評価については，関係するすべてのグループに

対する価格とその相互作用（間接的ネットワーク効果）を十分に検証する必要

がある。 

 

1.2 日本の雑誌市場のケーススタディ 

 本稿では，近年注目を集めているインターネット検索エンジンのような視聴

者獲得型プラットフォームを取り上げて，競争政策上の問題を実証的に検証す

るための分析フレームワークの構築を行う。しかしながら，インターネット検

索エンジン市場について，実証分析に必要なデータを収集することは困難を極

める。したがって，本共同研究では，表 1－1 で示したとおり，インターネット
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検索エンジンと同じ視聴者獲得型プラットフォームの一つと考えられる「雑誌」

を取り上げて，双方向市場とプラットフォームの実証分析を行う。雑誌市場を

取り上げる利点として，視聴者獲得型プラットフォームの中で，実証分析に必

要なデータの利用可能性が高い点が挙げられる。 

 本稿では，まず，間接的ネットワーク効果を明示的にモデル化した雑誌の読

者需要関数及び広告需要関数，すなわち，「日本の雑誌市場の構造モデル」の推

定を行った。これにより，双方向市場及びプラットフォームの分析において，

間接的ネットワーク効果を考慮することの重要性を明らかにする。 

 なぜ，出版社利潤，雑誌価格，雑誌販売部数，広告料金及び広告掲載量の相

関関係を調べるだけでは事足りず，日本の雑誌市場の構造モデルを推定する必

要があるのだろうか。上記の変数は内生変数であり，市場において相互に依存

して決定される。したがって，これらの変数の背後にある相互依存関係を明示

的にモデル化して分析する必要がある。 

 

1.3 再販売価格維持と市場競争 

 再販売価格維持（以下，再販）は「小売店に対し，メーカーが設定した価格

での再販売を義務付ける条件を付して卸販売する行為」である（小田切（2008））。

日本の独占禁止法では正当な理由がない限り，再販は違法とされている（19 条

（2 条 9 項 4 号））。一方，米国では Leegin 事件最高裁判決（2007）において，

再販に対する「per se illegal（当然違法）」基準を覆し，再販の競争促進効果と反

競争効果を比較考量する「rule of reason（合理原則）」基準により判断するべき

と判示されたところである。 

経済学では，一般的に再販を含む垂直的取引制限には，「double marginalization

（二重の限界化）」や「free rider（ただ乗り）」 等の非効率性を解消する効果が

あることが知られている。一方で，再販には，カルテルメンバー間の価格の透

明性を高め，裏切り行為に対する制裁を容易にし，カルテルを促進する効果が

ある点が指摘されている（例：Jullien and Rey（2007））。したがって，個別事案

の再販の競争への影響は実証的検証課題である。 
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現在の日本の独占禁止法では，著作物再販適用除外制度（23 条 4 項）により，

書籍，雑誌，新聞，レコード，音楽用テープ及び音楽用 CD の再販売価格の拘束

は違法とならない。そして，一般的に，書籍・雑誌について書店等は再販売価

格維持契約に基づく定価販売を行っている（公正取引委員会（2008））。諸外国

の競争法で再販は当然違法であり（アメリカでは Leegin 事件最高裁判決まで），

後で見るように，現実の事例が少ないために再販の実証分析の蓄積はそれほど

進んでいない。このような点を踏まえれば，日本の雑誌市場は再販売価格維持

契約の評価を行うために，世界的にみて数少ない存在であるといえる。 

 雑誌はメディア型のプラットフォームの典型例である（Evans（2003））。すな

わち，雑誌は「読者」と「広告主」の間の間接的ネットワーク効果を内部化す

る役割を果たしている（読者の「目」を広告主に販売している。）。したがって， 

広告主はより多くの読者がいる雑誌を好む傾向がある。 

日本における書籍及び雑誌の取引は 3 つの垂直的に連なった異なる部門，出

版業，書籍取次業及び書店（書籍小売業）から構成されている。そして，流通

部門（取次及び書店）の特徴として，まず，書籍取次業は高度に寡占的である。

また，書店（書籍小売業）については，コンビニ及びオンライン書店の台頭に

より厳しい競争にさらされている。したがって，流通部門全体では，ある程度

の市場支配力があると考えられる。 

流通（取次・書店）は自らの最適化において広告を考慮しないため，「二重の

限界化」と似た非効率性が発生する可能性があり，再販取引によりこのような

非効率性を改善するかもしれない。一方，出版社は読者サイドと広告主サイド

の双方から得られる利潤を最大にするように雑誌価格と広告料金を決めるため，

読者サイドから広告主サイドへの間接的ネットワーク効果が十分に大きいなら

ば，出版社は雑誌価格を値下げするインセンティブがあると考えられる。 

 本稿では，雑誌市場の双方向性と間接的ネットワーク効果を考慮しながら，

再販が一般的な取引形態となっている日本の雑誌市場が「競争的」かあるいは

「協調的」かについて実証的な検証を行った。 
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2 先行研究 

 本節では，双方向市場の理論的及び実証的な先行研究について紹介する。ま

た，後半の実証分析で応用する垂直的取引に関する実証分析の中から，構造モ

デルに基づき，個別の製品市場における競争状況（供給モデル）をデータによ

る統計的検定により明らかにしている研究を紹介する。最後に，再販に関する

実証的な研究を紹介する。 

 

2.1 双方向市場に関する理論的先行研究3 

Armstrong（2006）では，双方向市場とプラットフォーム間の競争及びその価

格戦略について，①独占的プラットフォームモデル，②シングルホーミング（一

つのプラットフォームのみ利用可能）の場合のプラットフォーム間競争モデル

及び③片方のユーザーグループがマルチ・ホーミング（複数のプラットフォー

ムを利用可能）の場合のプラットフォーム間競争モデル（競争的ボトルネック

モデル」を分析している。分析結果から，均衡価格を決定付ける要因は，①間

接的ネットワーク効果の大きさ，②課金方法（「定額制」又は「従量制」）及び

③マルチ・ホーミングの可能性であることを明らかにしている。 

Rochet and Tirole（2003）では，ユーザーグループ間のコスト負担構造（価格

構造）に対する，プラットフォームの経営組織（営利・非営利），マルチ・ホー

ミング，プラットフォームの差別化（互換性）及び従量価格制が与える影響に

ついて分析を行っている。また，プラットフォームが自らの最適化行動の結果

選ぶ価格構造と，社会的厚生を最大化するような価格構造との比較を行ってい

る。分析結果から，売り手及び買い手の余剰の合計が最大になるような社会的

に望ましい価格構造は，双方のユーザーグループを取引に参加させるような価

格構造であることを明らかにしている。また，私的最適化の場合の価格構造と

社会的に望ましい価格構造との違いは，1 人のユーザーを獲得したことが他のサ

イドのユーザーに与える平均的な余剰の増加分を考慮しているか否かに依存す

                                                        
3 Evans（2003）は双方向市場における競争政策の在り方について包括的な議論

を行っている。 
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ると指摘している。さらに，買い手のマルチ・ホーミングが増えると，売り手

のユーザー数を増やすために，プラットフォームの価格構造は売り手に有利な

ように変化すること等を明らかにした。 

Rochet and Tirole（2006）では，双方向市場を，取引量が価格の水準（price level：

各ユーザーグループに課される利用料金の合計）のみならず，価格構造（price 

structure：各ユーザーグループ間へのプラットフォームによる利用料金合計額の

配分）に依存する市場と定義し，プラットフォームへの参加（membership）に

係る外部性とその利用（usage）に係る外部性とを区別しながら，急速に増加し

ている双方向市場の経済学に関する研究に対する指針を提供するともに，新し

い分析結果を紹介している。 

 分析結果から，価格構造はプラットフォームを通じた取引に係るコストの一

部は別のユーザーグループによって負担されるため，通常のラーナー条件の限

界費用を機会費用（opportunity cost：≡限界費用－価格）に置き換えた条件式に

従って決まること等を明らかにしている。 

 

2.2 双方向市場に関する実証的先行研究 

Argentesi and Ivaldi（2007）では，近年の技術革新はメディア市場の境界線を

急速に変化させ，メディア市場の市場画定及び市場支配力の分析にあたり考慮

すべき重要な要因について，印刷メディア市場における市場画定の問題を中心

に議論している。特に，理論的研究が，メディア市場の「双方向性」を適切に

評価することの重要性を強調していることを踏まえ，メディアは読者や視聴者

を巡る競争のみならず，広告主を巡る競争を行っている点を明示的に考慮して

いる。さらに，1996 年から 2001 年のフランスの雑誌市場のケーススタディを行

っている。分析結果から，広告主サイドからの間接的ネットワーク効果（双方

向性）を考慮しない場合，読者需要のバイアスのある弾力性の推定結果（過少

推定）をもたらし，誤った市場画定を行うことになることを明らかにした。し

たがって， SSNIP テストを行なう場合，双方向性を十分考慮した計量経済分析

が不可欠であると指摘している。 
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Argentesi and Filistrucchi（2007）では，規制緩和と国際化を背景とした，近年

のメディア企業間の合併の増加は，世界中のメディア市場の集中度を高め，巨

大メディア企業がどの程度の市場支配力を有しているのかという点が問題とな

っているが，双方向市場における競争評価において双方向性を無視し，どちら

か一方の市場分析にのみ依存した評価は，しばしば誤った結論を導き出すこと

が指摘されていることを踏まえ，メディア市場における市場支配力の計測のた

めの分析フレームワークを提案し，イタリアの日刊紙市場のケーススタディを

行っている。実証分析の結果から，読者市場及び広告市場のそれぞれについて，

競争的な場合と協調的な場合のマークアップの推定値と実際に 4 紙の財務デー

タから算出したマークアップを比較した結果，実際のマークアップは「読者市

場＝協調的＆広告市場＝競争的」の場合の推定値に最も近いという結果を得て

いる。この結果は価格規制撤廃後の価格動向と整合的であるとともに，広告料

金に関しては取引ごとの値引きが一般的であり，協調を維持することが難しい

ことを示していると結論付けている。さらに，双方向市場における間接的ネッ

トワーク効果により，広告市場における競争が読者市場における市場支配力の

悪影響を弱めている可能性があると指摘している。 

Dubois, Hernandez-Perez and Ivaldi（2007）では，学術雑誌を差別化された財と

とらえ，フランスの学術雑誌市場における需要と費用構造の分析を行っている。

具体的には，寡占的な出版社が読者に課金するビジネスモデルを採用している

という仮定の下，市場レベルで集計されたデータを使い，出版社の価格決定式

と nested logit model から導出される需要関数の同時推定を行っている。その際，

学術雑誌への需要は，ネットワーク効果を通じて変化する「評判」の影響を受

けるため，評判，雑誌価格及び需要量の内生性を考慮した分析を行っている。 

分析結果から，フランスの学術雑誌市場は非常に競争的であり，評判の高い雑

誌は低いコストで質の高い論文を掲載できるため，図書館の雑誌需要と研究者

の論文供給との間で，評判を通じた間接的ネットワーク効果が働いていること

を明らかにしている。したがって，学術雑誌市場は「双方向市場」であると結

んでいる。 
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Kaiser and Wright（2006）では，ドイツの雑誌市場のデータを使い，前述の

Armstrong（2006）の双方向市場の競争モデルを推定し，推定された需要関数の

パラメータと読者及び広告主にまたがる価格・費用マージンの構造との関係並

びにネットワーク効果の大きさや読者サイドと広告主サイドの非対称性を明ら

かにしている。このモデルでは，広告主は雑誌の読者数を評価し，読者は雑誌

に掲載されるコンテンツ量と広告掲載量を考慮すると仮定されている。実証分

析の結果から，読者需要に関して，コンテンツ量及び広告掲載量が多く，雑誌

価格が低い雑誌ほど多くの読者を集めていることを明らかにしている。一方，

広告需要に関して，発行部数が多く，広告料金が低い雑誌ほど多くの広告を集

めているという結果を得ている。また，各サイドのマークアップを計測したと

ころ，広告主は，読者が広告を評価する以上に発行部数を高く評価するため，

結果として，出版社は読者サイドに「補助金」を与え（したがって，雑誌価格

は相対的に低い），広告サイドから利潤を得ているという価格構造を明らかにし

ている。したがって，読者需要の増加は広告料金を上昇させる一方，広告需要

の増加は雑誌価格を低下させると結んでいる。 

Rysman（2004）では，まず，イエローページ市場のモデル，具体的には，広

告主のイエローページ広告需要（逆）関数及び消費者のイエローページ検索需

要関数の推定を行っている。前者は広告料金を消費者の検索量と広告量で説明

する関係式，後者は消費者のイエローページ検索量を広告量で説明する関係式

として定式化されている。続いて，ネットワーク効果の重要性を検証するため，

推定された市場モデルを使い，市場支配力及び均衡での掲載される広告量（ネ

ットワーク）が過少であることによる非効率性をそれぞれシミュレーションに

よって検証している。また，ネットワーク効果が存在する下では，標準化（独

占）によって経済活動を調整することによる厚生の改善効果と標準化による市

場支配力の強化がもたらす負の影響が共存することから，標準化と競争のトレ

ードオフについての評価を試みた。市場モデルの推定結果から，消費者のイエ

ローページ検索量は広告量に伴い多くなり，広告料金（広告主の支払意欲）は

消費者のイエローページ検索量が多いほど高くなる傾向があることを明らかに
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している。すなわち，イエローページ市場における正のネットワーク効果の存

在を裏付けるものである。続いて，市場支配力及び広告量が過少であることに

よる非効率性のシミュレーション結果によれば，後者は前者の約 1.3 倍であり，

イエローページ市場におけるネットワーク効果の影響は比較的大きいと結論付

けている。さらに，競争事業者（発行社）数を様々に変化させたシミュレーシ

ョン結果から，標準化の利益は競争の利益を上回るものではないという結果を

得ており，伝統的に電話会社に支配されてきたイエローページ市場に新規参入

を促す政策は厚生を改善する効果が期待できると結論付けている。4 

 

2.3 垂直的取引契約に関する実証的先行研究 

Villas-Boas（2007）の実証的研究課題は，米国のスーパーマーケット産業にお

けるメーカーとスーパー間の取引形態は，二重の限界化のモデルと整合的なの

か，あるいは他の垂直的取引関係のモデルと整合的なのかという点を明らかに

することであるが，メーカーと小売店間の卸売価格等の取引条件のデータはほ

とんど明らかでないため，垂直的取引関係を実証的に検証することにはデータ

利用可能性の点で困難が伴う。そこで，本論文では，このようなデータ利用可

能性の制約の下でもメーカーと小売店間の垂直的取引関係に関して実証的な検

証を行うことを可能とする分析フレームワークを提案し，アメリカのヨーグル

ト市場に応用している。実証分析の結果から，卸売価格は限界費用とほぼ等し

く，垂直的取引連鎖の中で，小売に価格決定力があることを明らかにしている。

また，メーカーによる数量ディスカウント戦略あるいは非線形価格戦略の場合

等のいくつかの垂直的取引関係のモデルとも整合的であったが，一方，二重の

限界化のモデルは今回のデータとは整合的ではないことを明らかにしている。 

Bonnet and Dubois（2010）では，非線形価格戦略の下でのメーカー及び小売店

                                                        
4 米国最高裁判決（Feist Publications, Inc., v. Rural Telephone Service Company, Inc. 

499 U.S. 340, 1991）は契約者情報は著作物ではないと判示し，1996 年改正電気

通信法では，電話会社は「合理的な料金」で契約者情報を提供するという条項

が盛り込まれた。同様の政策は欧州やオーストラリアで導入されている。 
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間の垂直的取引契約の実証分析モデルを提案している。具体的には，フランス

のボトル入り飲料水（mineral water 及び spring water；以下，ボトル飲料水）市

場のデータを利用してメーカー及び小売店間の 2 部料金型の契約（固定料金＋

重量料金）を明示的に考慮した需要及び供給の市場構造モデルを推定している。

さらに，推定された需要関数のパラメータを用いて各製品ごとに価格・費用マ

ージンを算出し，non-nested test によって最もデータに当てはまりの良いモデル

の選別を行っている。さらに，推定された市場構造モデルに基づき，垂直的取

引契約が規制された場合の政策シミュレーションを行い，その厚生への影響を

評価している。実証分析の結果から，フランスのボトル飲料水市場では，メー

カーが小売店間と「再販付きの 2 部料金型の契約」を締結している場合のモデ

ルが最もデータと当てはまりが良いことを明らかにしている。この結果につい

て，フランスでは再販は違法とされているが，1996 年に導入され 2006 年に廃止

された Galland Act では，小売店が卸売価格を下回る価格で商品を販売すること

を禁じていたため，メーカーは卸売価格を通じて実質的に小売価格をコントロ

ールすることができたと指摘している。さらに，推定された市場構造モデルに

基づき，①1992 年に合併した Nestle と Perrier の分割，②線形価格による契約の

場合，及び③再販が禁止されていた場合についてシミュレーションを行った結

果から，①Nestle と Perrier の分割により価格が低下する，②線形価格による契

約の場合，二重の限界化により価格が大きく上昇する，及び③再販が禁止され

た場合，価格が低下するという結果を得ている。したがって，2006 年の Galland 

Act の廃止は消費者の利益となった可能性があると結んでいる。 

 

2.4 再販に関する実証的先行研究 

Fishwick（2008）は，イギリスの書籍市場における再販取引の拠り所となって

いた Net Book Act の廃止が書籍価格に与えた影響を検証した結果，競争の結果

書籍販売業の集中度が高まり，結果として価格が上昇した可能性を示唆した。

Gilligan（1986）は再販に関する反トラスト法事件が株価に与えた影響を分析し，

再販が様々な理由で使われ，幅広い配分上及び生産上の効果を有していたこと
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を明らかにした。Hersh（1994）は Schwegmann 判決の影響をイベントスタディ

の手法を使い評価した。Ippolito and Overstreet（1996）は Corning Glass Works 事

件の実際の証拠を使って再販契約が用いられる理由を経済学的に説明した。証

拠による検証結果は再販の反競争的理論を棄却し，再販が販売を増加させたこ

とを示唆した。Ornstein and Hanssens（1987）はアメリカの蒸留酒の小売におけ

る再販契約の厚生への影響を分析し，再販が消費を減少させたことを明らかに

した。 
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3 雑誌市場のケーススタディ 

3.1 日本の雑誌市場 

3.1.1 概観 

（社）全国出版協会・出版科学研究所（2009）によると，日本の雑誌市場規

模は 1990 年代中頃まで順調に成長した後縮小し始めた。総発行部数は 1997 年

にピークを迎えた後，年率平均-2.6%（月刊誌：-1.9%及び週刊誌：-3.9%）のペ

ースで減少している。その結果，2008 年の総発行部数はピーク時の 71.67%（月

刊誌：76.90%及び週刊誌：62.47%）にまで落ち込んでいる。 

 （社）全国出版協会・出版科学研究所（2008）はこの市場規模の縮小を以下

の要因によると説明している。まず，インターネットに代表される他のメディ

アとの競争の激化を挙げている。続いて，中小書店の閉店による販売拠点の減

少を指摘している。最後に，日本社会の少子高齢化を挙げている（お年寄りは

相対的に雑誌をあまり購入しないため。）。 

 雑誌の市場規模が縮小する一方，雑誌の平均価格は 1997 年のピーク時以降も

上昇し続けている（年率平均 1.1%，月刊誌：0.6%及び週刊誌：1.8%）。その結

果，2008 年の雑誌の平均価格は 1997 年より 11.92%高い（月刊誌：8.01%及び週

刊誌：20.91%）。（社）全国出版協会・出版科学研究所（2009）はこの価格の上

昇を紙等の原材料価格の上昇により説明している。加えて，付録付き雑誌の出

版が増加していることも価格上昇の理由であるとしている。 

 2005 年の雑誌広告はマスメディア広告の内 5%を占めている。なお，マスメデ

ィアはダイレクトメール，屋外広告及びインターネット等を含む総広告支出の

約 60%を占めている。一般的に，広告代理店は広告料金の 10%から 20%程度の

手数料収入を得ている。5 

 

                                                        
5 日本の広告代理業は少数の大企業と多くの中小企業から成る。金融財政事情研

究会（2008）によれば，2006 年に広告代理業に従事する事業所数は 9,370 であ

った。2005 年の広告支出に占める上位 5 社の広告代理店の比率は 49%であり，

上位 30 社の比率は 65%であった。 
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3.1.2 流通 

 日本における書籍及び雑誌の製造・販売システムは 3 つの垂直的に連なった

異なる部門（出版業，書籍取次業及び書店）から構成されている。6 書籍・雑誌

の流通には複数のチャネルがあるが，書籍の 70%及び雑誌の 80%は書籍取次を

通じて流通されている。 

 2005 年の出版社の数は 4,229 社であり，そのうち半数以上は従業員数 10 人以

下の規模である。2007 年の新刊書籍タイトル数及び雑誌タイトル数は 77,417 タ

イトル及び 3,644 タイトルであったが，4 分の 1 の出版社は 10 点以下の出版に

とどまっている。 

 書籍取次業は高度に寡占的である。2006 年に日本出版取次協会に加盟してい

る取次業者は約 30 社である。上位 2 社の取次業者のシェアは約 60%，上位 3 社

のシェアは 84%であった。シェアは上昇傾向にある。また，上位 2 社は 2,500

社以上の出版社及び 10,000 以上の書店と取引している。 

 一方，2004 年に 34,233 の書店があり，そのうち 80%以上は 250m2 以下の店舗

面積である。2006 年に大手 16 チェーンは合計で 2,000 店舗を有し，書籍・雑誌

の売上高の約 30%を占めていた。コンビニエンスストアにおいても書籍・雑誌

の販売が行われており，書籍取次を通じた取引の 22%を占めている。また，イ

ンターネットを通じた書籍・雑誌の購入も増加しており，オンライン書店の市

場規模は 720 億円程度と推定されている（2006 年）。 

 約 30%の書籍及び 90%の雑誌は委託配本取引制度，すなわち，一定期間の返

品期間が定められた上で書籍取次が書店等に配本する取引制度によって取引さ

れている。一般的に書店等は再販契約に基づいた定価販売を行っている。定価

に占める流通部門のマージンは 30%から 34%程度と言われている（取次：8%か

ら 10%及び書店：22%から 24%）。 

 

                                                        
6 この小節は主に公正取引委員会（2008）及び金融財政事情研究会（2008）を参

考にまとめたものである。 
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3.2 モデル 

3.2.1 読者需要 

Rysman（2004），Argentesi and Filstrucchi（2007），Argentesi and Ivalde（2007）

及び Dubois, et al.（2007）を参考とし，本稿では，消費者の雑誌購買行動を記述

するために nested logit model を採用する。市場 m（= 1, 2, …, M）の消費者 i は，

Jm 種類の雑誌の中から 1 誌を購入するか，あるいは，いずれの雑誌も購入しな

いものと仮定する。すべての雑誌は互いに背反の Gm + 1 種類のカテゴリー（g = 

0, 1, 2, …, Gm）に分類できるものとする。そして，カテゴリー0（g = 0）は雑誌

を購入しないという選択肢のみを含むものとする。 

消費者 i は，Jm種類の雑誌の中から以下の間接効用関数を最大化するような雑

誌 j を購入する（あるいは，いずれの雑誌も購入しない）ものと仮定するとして，

以下のような式で示す。 

（1） x
ijmgim

x
jmjjj

x
ijm zapv  )1()()ln()ln( |   

ここで，vx
ijmは市場 m の消費者 i が雑誌 j を購入した場合の効用を表す。pjは雑

誌 j の定価，zjは雑誌 j の観測可能な品質属性，ξx
jmは分析者にとって観測不可能

な雑誌 j の市場 m における品質属性をそれぞれ表し，E(ξx
jm) = 0 と仮定する。 

雑誌は再販売価格維持行為規制の適用除外となっているため，通常，全国一

律に定価で販売されている。また，雑誌のサイズ及び各号のページ数等の基本

的な品質属性は全国的に一律であるため，定価及び観測可能な品質属性につい

ては市場によって変化しないものとする。一方，印刷所から距離が離れている

ような一部の地域では，最新号が書店に並ぶまでに，都市部と比較して，タイ

ムラグが発生する。また，雑誌の内容の一部について，例えば，特定の地域の

店舗情報のように，情報の有用性に地域差があることが予想される。本稿の分

析に用いるデータでは，各雑誌の各地域における発売日の情報や雑誌の内容の

詳細情報が利用可能ではないため，観測不可能な雑誌の品質属性は上記のよう

な地域差を含んでいると仮定している。 

 読者サイドと広告主サイド間の潜在的な間接的ネットワーク効果の存在は雑

誌市場の重要な特性であると考えられる。本稿では，広告主サイドから読者サ
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イドへの間接的ネットワーク効果の存在を検証するために，雑誌 j の 1 号当たり

の総広告掲載量（aj，対数）を間接効用関数に導入した。もし雑誌広告が消費者

にとって情報源として魅力的であるならば，βはプラスであると予想される。一

方，もし雑誌広告が消費者にとって魅力的でないならば，βは 0，あるいは，マ

イナスである可能性がある。 

 εx
ijmは市場 m の消費者 i の雑誌 j に対する選好を表す観測不可能な確率変数で

あり，ζim|gは市場 m の消費者 i のカテゴリーg に対する選好を表す観測不可能な

確率変数である。εijmは Type I の極値分布に従うものと仮定し，一方，ζim|gはパ

ラメータ σ（0 ≤ σ < 1）を持つ分布に従う確率変数であり，ζim|g(σ) + (1 – σ)εx
ijmは

やはり Type I の極値分布に従うものと仮定する。σはカテゴリー内の雑誌間の相

関関係を特徴付けるパラメータであり，もし σ = 0 ならば，モデルはより単純な

logit model と同値である。一方，σが 1 に近づくにつれて，同一カテゴリーに属

する雑誌同士は異なるカテゴリーに属する雑誌より強い代替関係にあることを

示している。 

 Berry（1994）は，上記のような nested logit model では，雑誌 j の購入確率と

いずれの雑誌も購入しない確率（g = 0）とのオッズ比の対数は，定価，総広告

掲載量（対数），観測可能及び不可能な雑誌の品質属性及び市場 m におけるカテ

ゴリーg に属するすべての雑誌の総発行部数に占める雑誌 j の発行部数の比率

（sx
jm|g，対数）の線形関数として以下のようになるとした。 

（2） x
jm

x
gjmjjj

x
m

x
jm szapss   )ln()ln()ln()ln()ln( |0  

ここで，sx
jm及び sx

0m は雑誌 j の市場シェア及び市場 m の中でいずれの雑誌も購

入しなかった消費者の比率をそれぞれ表す。本稿では，各市場の潜在的な市場

規模を 15 歳以上人口×6 と定義する。すなわち，消費者は最大で約 2 ヶ月に 1

冊の雑誌を購入すると仮定している。したがって，いずれの雑誌も購入しない

消費者の数は各市場の潜在的な市場規模からすべての雑誌の総発行部数を差し

引いた値である。α，β，γ及び σは推定すべきパラメータである。 

 上記の需要パラメータを使い，読者の雑誌需要の価格弾力性マトリックス

Exprice 及び雑誌需要の総広告掲載量弾力性マトリックス Exad を計算することが
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できる。価格弾力性マトリックス Expriceの（j, r）成分は以下のとおりである。 

（3） 
























.otherwise],)1(1[
1

,' ,' , if,
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1

|

|

x
j

x
gj

x
j

x
j

x
gj

price
jr

ss

gggrgjs
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一方，総広告掲載量弾力性マトリックス Exad の（j, r）成分は以下のとおりであ

る。 
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3.2.2 広告需要 

 本稿では，広告主サイドに関しては全国市場を考え，広告主の雑誌広告掲載

行動を記述するために conditional logit model を採用する。消費者 k（= 1, 2, …, K）

は，J（j = 1, 2, …, J）種類の雑誌の中から 1 誌選び，1 単位分の広告を掲載する

か，あるいは，いずれの雑誌にも広告を掲載しないもの（j = 0）と仮定する。 

 広告主 k は以下の効用関数を最大化するように広告を掲載する雑誌 j（あるい

は，雑誌に広告を掲載しないこと）を決定するものと仮定して，以下の式で示

す。 

（5） a
jk

a
jjjj

a
jk wxqv   )ln()ln(  

ここで，va
jkは広告主 k が雑誌 j に広告を掲載した場合の効用を表す。qjは雑誌 j

に掲載する広告 1 単位当りの費用（雑誌広告料金），wj は雑誌 j の観測可能な品

質属性，ξa
j は分析者にとって観測不可能な雑誌 j の品質属性をそれぞれ表し，

E(ξa
j) = 0 と仮定する。εa

jkは広告主 k が雑誌 j に広告を掲載することに対する選

好を表す観測不可能な確率変数であり，Type I の極値分布に従うものと仮定する。 

 発行部数が多いほど総認知数が多くなることが予想されるため，雑誌の発行

部数（xj，対数）が（5）式に導入されており，これが読者サイドから広告主サ

イドへの間接的ネットワーク効果の源泉となる。もし雑誌の発行部数が広告主
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にとって魅力的であるならば，λはプラスであると予想される。一方，もし雑誌

の発行部数が広告主にとって魅力的でないならば，λは 0，あるいは，マイナス

である可能性がある。 

 読者需要と同様に，雑誌 j への広告掲載確率といずれの雑誌にも雑誌を掲載し

ない確率（j = 0）とのオッズ比の対数は，広告掲載料金，発行部数（対数）及び

観測可能並びに不可能な雑誌の品質属性の以下のような線形関数となる。 

（6） a
jjjj

aa
j wxqss   )ln()ln()ln()ln( 0  

ここで，sa
j及び sa

0 は雑誌 j の雑誌広告市場におけるシェア及びいずれの雑誌に

も広告を掲載しなかった広告主の比率をそれぞれ表す。本稿では，印刷メディ

ア市場における雑誌広告の占める割合を 5%と仮定し，広告を掲載しなかった広

告主の潜在的な広告需要を実際の総広告掲載量（ページ換算）の 19 倍と定義す

る。η，λ及び θは推定すべきパラメータである。 

 上記の需要パラメータを使い，広告主の雑誌広告需要の価格弾力性マトリッ

クス Eaprice 及び雑誌需要の総広告掲載量弾力性マトリックス Eaad を計算するこ

とができる。価格弾力性マトリックス Eaprice の（j, r）成分は以下のとおりであ

る。 

（7） 








otherwise),1(

 if,
a
j

a
jprice

jr s

rjs
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
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一方，総広告掲載量弾力性マトリックス Eaad の（j, r）成分は以下のとおりであ

る。 

（8） 








otherwise),1(

 if,
a
j

a
jad

jr s

rjs
Ea




 

 

3.3 データ 

 本稿の分析では以下の資料を主なデータソースとして利用する。判型，刊行

形態，発売日，創刊日，及び発行部数については（社）日本雑誌協会（2007）（以

下，雑誌協会）からデータを得た。また，広告掲載料金（表 4：裏表紙への広告

掲載）及び都道府県別配本比率については（社）日本雑誌広告協会（2007）（以
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下，広告協会）の情報を使った。さらに，雑誌 1 号当たりのページ数について

はメディア・リサーチ・センター（MRC）株式会社（2007）（以下，MRC）か

ら採った。最後に，雑誌グループ別の発行ページ数及び広告量（ページ換算）

の情報を日経広告研究所（2008）（以下，広告研）から得た。雑誌協会に掲載さ

れている 658 誌のうち，他のデータソースが利用可能な雑誌が分析対象となる。

なお，今回の分析データセットは 2007 年のクロスセクションデータである。 

 

3.4 回帰変数 

3.4.1 読者需要 

 上記のとおり，読者需要モデルに関しては地域別市場を考えており，本稿で

は各都道府県が一つの読者需要の地域市場を構成していると仮定する。そして，

全国の発行部数（雑誌協会）と都道府県別配本比率（広告協会）のデータを使

い，各地域市場の各雑誌の発行部数を以下のように算出する。 

各地域市場発行部数 jm＝全国発行部数 j×配本比率 jm 

ここで j は雑誌，m は地域市場を表す添え字である。 

 このように算出された各地域市場の各雑誌の発行部数と各都道府県の 15 歳以

上人口のデータを使い，雑誌需要関数の被説明変数（ln(ｓjm)− ln(s0m)）を以下の

ように計算する。 

 ln（発行部数 jm／雑誌非購入者数 m） 

  ＝ ln（発行部数 jm／（15 歳以上人口 m×6‐総発行部数 m）） 

読者需要関数は nested logit model から導出されるため，雑誌価格（雑誌協会）及

びカテゴリー×ジャンル内シェア（対数）が説明変数となる。カテゴリー×ジャ

ンル内シェアについては，雑誌協会の発行部数，カテゴリー及びジャンル区分

より算出した（表 3－1 及び 3－2 を参照のこと）。 

 

＝ 表 3－1 及び 3－2 ＝ 

 

 加えて，雑誌 1 号当たりのページ数（MRC），雑誌グループ別のページ換算の

広告量及び発行ページ数（以上，広告研）のデータを使い，以下のように計算



 

19 
 

されるページ換算の広告掲載量（対数）： 

広告掲載量 j in g＝雑誌 1 号当たりページ数 j×広告比率 g 

広告比率 g＝広告量（ページ換算）g／発刊ページ数 g 

を広告主サイドからの間接的ネットワーク効果の存在を検証するために導入す

る。この係数がプラスであれば，雑誌の広告掲載量が多いほど，読者がその雑

誌の評価を上げることを意味し，一方，この係数が 0 またはマイナスの場合，

広告掲載量が多いことは，読者にとって無価値ないしマイナスの影響を持つこ

とを意味する。さらに，これらの説明変数はモデル内で決定される内生変数で

あるため，後述するように操作変数が必要となる。 

 この他に，年間発行号数（雑誌協会の刊行形態より算出），雑誌サイズ（cm2）

（雑誌協会の判型より算出）及び雑誌存続年数（＝2007－創刊年）（以上，雑誌

協会）を雑誌の属性変数として説明変数に加える。さらに，雑誌のカテゴリー

ダミー及び出版社ダミー（以上，雑誌協会）を加えて読者需要の推定を行って

いる。これらの説明変数についてはモデルにおける雑誌価格及び広告掲載量を

巡る競争より前に決定しているものと仮定し，外生変数として推定を行う。 

 表 3－3 の上段は読者需要関数の回帰変数の記述統計量である。 

 

＝ 表 3－3 ＝ 

 

3.4.2 広告需要 

 上記のとおり，広告需要モデルに関しては全国市場を考えており，本稿では

日本全国が一つの広告市場を形成していると仮定する。まず，雑誌広告需要 1

単位を 1 ページと仮定し，前述の広告掲載量のデータを使い，以下のように広

告需要関数の被説明変数を計測した。 

 ln（広告掲載量 j／雑誌広告非掲載の広告主の需要量） 

    ＝ ln（広告掲載量 j／（総広告掲載量×19）） 

本稿では，前述のとおり，印刷メディア市場における雑誌広告の占める割合を

5%と仮定し，広告を掲載しなかった広告主の潜在的な広告需要を実際の総広告
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掲載量（ページ換算）の 19 倍と定義している。 

 次に，雑誌の裏表紙に広告を掲載した場合の広告料金（広告協会の表 4 料金）

の対数を被説明変数とする。一方，上述の雑誌 1 号当たりの広告掲載量を広告

需要量として説明変数とする。また，読者サイドから広告需要への間接的ネッ

トワーク効果の存在を検証するために，各雑誌の全国の発行部数（雑誌協会）

の対数を説明変数に加える。この係数がプラスであれば，雑誌の発行部数が多

いほど，広告料金が上がる，すなわち，広告主がその雑誌の評価を高めること

を意味し，一方，この係数が 0 またはマイナスの場合，発行部数が多いという

ことを広告主が評価しないことを意味する。これら 2 つの説明変数はモデル内

で決定される内生変数であるため，後述するように操作変数が必要となる。 

 この他に，広告サイズ（cm2）（広告協会），年間発行号数及び同一の出版社が

発行する雑誌の数（雑誌協会の刊行形態及び出版社情報より算出）を説明変数

として加える。これらの変数はモデルの外で決まる外生変数として，広告需要

関数を推定する。 

 表 3－3 の下段は広告需要関数の回帰変数の記述統計量である。 

 

3.4.3 内生性の問題 

 読者需要における雑誌価格，ジャンル内シェア及び広告掲載量並びに広告需

要における広告掲載量及び雑誌発行部数については，モデルの中で決定される

内生変数であるため，読者需要関数及び広告需要関数の推定に当たっては操作

変数が必要となる。 

 本稿では，まず，読者需要関数及び広告需要関数それぞれの外生変数を操作

変数として利用する。その他に，①ライバルからの競争圧力及び②コストに影

響を与える要因が操作変数の候補として考えられる。 

 読者需要関数については，同一カテゴリー×ジャンル内のライバル（他の出版

社）の雑誌数及び同一カテゴリー×ジャンル内のライバル雑誌の平均存続年数を

ライバルからの競争圧力の代理指標として，操作変数として使う。さらに，同

一出版社が出版する雑誌数及び同一出版社の雑誌の平均存続年数を出版コスト
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に影響を与える要因として，操作変数として加える。 

 広告需要関数については，同一ジャンル内のライバル出版社の雑誌数，同一

ジャンル内のライバル雑誌の平均年間発行号数，同一ジャンル内のライバル雑

誌の平均広告サイズ及び同一ジャンル内のライバル雑誌の平均コンテンツ量を

ライバルからの競争圧力の代理指標として，操作変数として利用する。また，

同一出版社の雑誌の平均存続年数を出版コストに影響を与える要因として，操

作変数として加える。 

 

3.5 推定結果 

 本稿では，読者需要モデルについては地域別市場を想定し，広告需要モデル

については全国市場を考えているため，読者需要関数の推定に用いられるデー

タセットのサンプルサイズ（No.＝19,861）と広告需要関数の推定に用いられる

データセットのサンプルサイズ（No.＝475）が大きく異なる。したがって，本

稿では，それぞれ別々に読者需要関数と広告需要関数の推定を行っている。 

 

3.5.1 読者需要関数 

 表 3－4 は読者需要関数の推定結果である。第 1 列目の結果は，広告掲載量（対

数）を説明変数に加えていないモデル，すなわち，広告サイドから読者需要へ

の間接的ネットワーク効果を考慮しない推定結果である。推定結果によると，

雑誌価格（対数）の係数がマイナスで，統計的に 1％水準で有意，カテゴリー×

ジャンル内シェア（対数）の係数が約 0.32 で，統計的に 1％水準で有意であり，

需要関数の理論的制約を充たしている。一方，コンテンツ量，雑誌サイズ及び

雑誌存続年数の係数はプラス，年間発行号数の係数はマイナスで，統計的に 1％

水準で有意であった。 

 

＝ 表 3－4 ＝ 

 

 しかしながら，操作変数の過剰識別性のテスト結果によると，Hansen の J 統

計量が約 0.82（自由度＝2）であり，操作変数が観測不可能な雑誌の変数と直交
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するという帰無仮説は棄却されない。したがって，内生性の問題は推定値にそ

れほど大きなバイアスをもたらさないと考えられる。 

 第 2 列目は，広告掲載量（対数）を説明変数に加えたモデル，すなわち，広

告サイドから読者需要への間接的ネットワーク効果を考慮した推定結果である。

推定結果によると，雑誌価格（対数）の係数がマイナスで，統計的に 1％水準で

有意，カテゴリー×ジャンル内シェア（対数）の係数が約 0.32 で，統計的に 1％

水準で有意であり，需要関数の理論的制約を充たしている。コンテンツ量，雑

誌サイズ及び雑誌存続年数の係数はプラスで，それぞれ統計的に 10％，1％及び

5％水準で有意であった。しかしながら，年間発行号数については，マイナスで

はあるが統計的に有意ではないという結果であった。 

 一方，広告掲載量の係数は，–0.20 であったが，統計的に有意ではなかった。

したがって，広告掲載量が多いほど，消費者はその雑誌を評価しない可能性が

あるが，広告サイドから読者需要への間接的ネットワーク効果は無視し得る程

度であると考えられる。 

 操作変数の過剰識別性のテスト結果によると，Hansen の J 統計量がほぼ

4.42e–15（自由度＝1）であり，操作変数が観測不可能な雑誌の変数と直交する

という帰無仮説は棄却されない。したがって，内生性の問題は推定値にそれほ

ど大きなバイアスをもたらさないと考えられる。 

 

3.5.2 広告需要関数 

 表 3－5 は広告需要関数の推定結果である。第 1 列目は，雑誌発行部数を説明

変数に含めないモデル，すなわち，読者サイドから広告需要への間接的ネット

ワーク効果を考慮しない推定結果である。推定結果によると，広告料金（対数）

の係数がマイナスで，統計的に 1％水準で有意であり，需要関数の理論的制約を

充たしている。一方，広告サイズ及び年間発行号数の係数はプラス（いずれも

5%水準）であり，同一出版社が出版する雑誌の数の係数はマイナス（1%水準）

で，統計的に有意であった。 
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＝ 表 3－5 ＝ 

 

 また，操作変数の過剰識別性のテスト結果によると，Hansen の J 統計量が約

6.61（自由度＝4）であり，操作変数が観測不可能な雑誌の変数と直交するとい

う帰無仮説は棄却されない。したがって，内生性の問題は推定値にそれほど大

きなバイアスをもたらさないと考えられる。 

 第 2 列目は，雑誌発行部数を説明変数に加えたモデル，すなわち，読者サイ

ドから広告需要への間接的ネットワーク効果を考慮した推定結果である。推定

結果によると，広告料金（対数）の係数がマイナスで，統計的に 1％水準で有意

であり，需要関数の理論的制約を充たしている。また，広告サイズの係数はプ

ラス（5%水準）であり，同一出版社が出版する雑誌の数の係数はマイナス（1%

水準）で，統計的に有意であった。一方，年間発行号数の係数はプラスであっ

たが，統計的に有意ではなかった。 

 雑誌発行部数の係数は，0.84 であり統計的に 10％水準で有意であった。した

がって，雑誌発行部数が多いほど，広告主はその雑誌を高く評価する傾向にあ

り，読者サイドから広告需要へのプラスの間接的ネットワーク効果があること

が分かった。 

 操作変数の過剰識別性のテスト結果によると，Hansen の J 統計量が約 1.37 で

あり，操作変数が観測不可能な雑誌の変数と直交するという帰無仮説は棄却さ

れない。したがって，先の推定結果と同様に，内生性の問題は推定値にそれほ

ど大きなバイアスをもたらさないと考えられる。 
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4 弾力性の推定結果 

 本節では，前節の需要関数の推定結果を使い，雑誌における広告主サイドか

ら読者需要及び読者サイドから広告需要への間接的ネットワーク効果を考慮し

た場合と考慮しなかった場合の読者需要及び広告需要それぞれの価格弾力性を

推定し，双方向市場における企業行動を分析する場合に，間接的ネットワーク

効果を考慮することの重要性を明らかにする。 

 

4.1 読者需要 

 表 4－1 の第 1 パネルは，表 3－4 の第 1 列の推定結果を使い，読者需要の自

己価格弾力性，同一カテゴリー×ジャンル内の雑誌に対する交差価格弾力性及

び異なるカテゴリー×ジャンルの雑誌に対する交差価格弾力性の推定を行った

結果である。なお，弾力性については，読者需要関数及び広告需要関数の推定

に必要なすべての変数が利用可能な 475 誌について，全国レベルで推定を行っ

ている。標準誤差については delta method により推定している。 

 

＝ 表 4－1 ＝ 

 

 自己価格弾力性の推定結果は，中央値が-2.839，最小値が-2.954，第 1 四分位

点（25％）が-2.896，第 3 四分位（75％）が-2.704 及び最大値が-1.998 であった。

また，交差価格弾力性については，同一カテゴリー×ジャンル内の雑誌に対す

る交差価格弾力性の推定結果は，中央値が 0.117，最小値が 0.002，第 1 四分位

点（25％）が 0.060，第 3 四分位（75％）が 0.252 及び最大値が 0.957 であった。

一方，異なるカテゴリー×ジャンルの雑誌に対する交差価格弾力性の推定結果

は，中央値が 0.0003，最小値が 0.0000，第 1 四分位点（25％）0.0002，第 3 四分

位（75％）が 0.0006 及び最大値が 0.0084 であった。 

 したがって，読者需要は雑誌価格に対して，すべての雑誌で弾力的であるこ

とが分かった。一方，交差弾力性は小さいことが分かった。なお，すべての弾

力性の推定値が統計的に 1％水準で有意であった。 
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4.2 広告需要 

4.2.1 価格弾力性 

 表 4－1 の第 2 パネルは，表 3－5 の第 2 列の推定結果を使い広告需要の自己

価格弾力性及び交差価格弾力性の推定結果である。 

 自己価格弾力性の推定結果は，中央値が-2.874，最小値が-2.875，第 1 四分位

点（25％）が-2.874，第 3 四分位（75％）が-2.874 及び最大値が-2.871 であった。

また，交差価格弾力性についての推定結果は，中央値が 0.0002，最小値が 0.0000，

第 1 四分位点（25％）が 0.0002，第 3 四分位（75％）が 0.0004 及び最大値が 0.0033

であった。 

 したがって，広告需要は価格に対して，すべての雑誌で弾力的であることが

分かった。一方，交差弾力性は小さいことが分かった。ただし，間接的ネット

ワーク効果を考慮しない場合と比べて，自己及び交差弾力性の推定値は絶対値

でみて大きい傾向にあることが分かった。なお，すべての弾力性の推定値が統

計的に 1％水準で有意であった。 

 

4.2.2 発行部数弾力性 

 表 4－1 の第 3 パネルは，表 3－5 の第 2 列の推定結果を使い，広告需要の自

己発行部数弾力性及び交差発行部数弾力性の推定結果である。 

 自己発行部数弾力性の推定結果は，中央値が 0.838，最小値が 0.837，第 1 四

分位点（25％）が 0.837，第 3 四分位（75％）が 0.838 及び最大値が 0.838 であ

った。また，交差発行部数弾力性の推定結果は，中央値が-0.0001，最小値が-0.0010，

第 1 四分位点（25％）が-0.0001，第 3 四分位（75％）が 0.0000 及び最大値が 0.0000

であった。 

 したがって，広告需要は発行部数に対して，すべての雑誌で非弾力的である

ことが分かった。一方，価格弾力性と同様に，交差弾力性は小さいことが分か

った。なお，すべての弾力性の推定値が統計的に 10％水準で有意であった。 



 

26 
 

5 再販と市場競争：予備的考察 

5.1 出版社 

日本の雑誌市場の読者サイドにおいて再販は出版社の一般的な取引形態とし

て定着している。また，広告主サイドにおいては広告料金の一定率を手数料と

して広告代理店に支払う契約が一般的であると言われている。本研究では，雑

誌市場の両サイドについて，出版社が総合利潤（読者サイド：出版社＋取次・

書店，広告主サイド：出版社＋広告代理店）を最大になるように雑誌価格と広

告料金を決定する垂直統合型のビジネスモデルを考える。 

Argentesi and Filstrucchi（2007）のように，本研究では 2 つの市場競争のモー

ドを考える，すなわち，「（寡占的）競争」と「協調」である。これら 2 つの競

争モードの仮定の下で，雑誌市場の読者サイド及び広告主サイドの各々につい

て価格関数と対応するマークアップを導出することができる。具体的には，①

両サイドとも競争，②両サイドとも協調，③読者サイドが競争かつ広告主サイ

ドが協調及び④読者サイドが協調かつ広告主サイドが競争の 4 つの供給シナリ

オである。 

本研究では，読者サイド及び広告主サイドの双方でベルトラン型の価格競争

ゲームを考える。出版社は，各供給シナリオの下で考慮すべき雑誌の総利潤が

最大になるように，雑誌価格及び広告料金を同時に決定すると仮定する。出版

社 f の利潤関数は以下のとおりである。7 

（9） f
fJj

a
j

ha
jj

fJj

x
j

hx
jj

qp
FKxqscqNapscp

hahx

 
 )(

)(

)(

)(

},{ )()(

),()(),()(max  

ただし，pj及び qjは雑誌 j の雑誌価格及び広告料金をそれぞれ表す。sx
jは雑誌 j

の読者サイドにおけるシェアであり，上で見たように，自分及び競合する雑誌

の定価及び総広告掲載量（a）の関数である。一方，sa
jは雑誌 j の広告サイドに

おけるシェアであり，自分及び競合する雑誌の広告料金及び発行部数（x）の関

数である。cx(h)
j 及び ca(h)

j はそれぞれ供給シナリオ h の下での雑誌発行に係る限

界費用及び広告掲載（1 ページ）に係る限界費用をそれぞれ表す。Ff は出版社 f
                                                        
7 ここでは読者サイド及び広告主サイドの双方に間接的ネットワーク効果が存

在する場合の出版社の価格戦略を導出する。 
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の固定費用を表すものとする。K は潜在的広告需要規模をそれぞれ表す。N は全

国レベルの潜在的読者需要規模を表し，日本の 15 歳以上人口×6 と仮定する。一

方，潜在的広告需要規模 K は総広告掲載量（ページ換算）×19 とする。 

 出版社は全国レベルで最適化を行っているものと仮定し，各雑誌の全国レベ

ルの読者市場における売上高を以下のように近似することとする。 

（10） NapsNaps j
m

mjm ),(),(   

Nmは市場 m の潜在的読者需要規模を表す。 

 本稿では，出版社は，読者サイド及び広告主サイドでベルトラン競争を行っ

ていると仮定する。供給シナリオ h の下での雑誌価格及び広告料金に関する利

潤最大化の 1 階の条件式は， 

（11） 0)()( )()()()( 
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及び 

（12） 0)()( )()()()( 
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となる。（11）の第 2 項及び（12）の第 1 項は間接的ネットワーク効果の有無に

よって，読者サイド及び広告主サイドにおける出版社の行動が変化することを

示している。上記の 1 階の条件式をマークアップについて解き，行列表示で表

わすと 

（13） 
])*)(*([                                                 

)]*()*)(*()*[(
1)()(

1)(1)()()()(

ahahax

hxhahahxhx

sIIKs

ITIKNIcp

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及び 

（14） 
])*)(*([                                                                 

)]*()*)(*()*[(
1)()(

1)(1)()()()(

xhxhxa

hahxhxhaha

sIINs

IIIKNIcq

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


 

となる。ただし，sx = [sx
1, s

x
2, …, sx

J]’及び sa = [sa
1, s

a
2, …, sa

J]’である。* は 2 つの

行列の対応する成分どうしの掛け算を表すオペレータである。Ix
(h)（Ia

(h)）は「市

場構造行列」である（市場構造行列については後述）。また，行列 Δ，Β，Ω及

び Γの（j, r）成分はそれぞれ以下のとおりである。 
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5.2 供給モデル 

本稿では，読者サイド及び広告主サイドの各々について「競争」及び「協調」

を考える。すなわち，4 つの基本的な供給モデルを検討する。あるサイドが競争

的である場合，市場構造行列は「所有構造行列」に等しくなる（雑誌 j と雑誌 k

が同じ出版社から出版されている場合，市場構造行列の（j，k）要素が 1 になり，

その他の場合は 0 となる。）。 
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 一方，あるサイドが「協調」の場合，2 つの異なる協調スキームを考える。第

1 は，「完全協調」のケースであり，すべての出版社が協調している場合である。

この場合，市場構造行列のすべての要素が 1 となる。第 2 は，発行部数でみた

場合の上位 3 社である小学館，集英社及び講談社が協調している場合である。

日本雑誌協会（2007）によると，2006 年の日本の雑誌市場では上位 3 社が雑誌

の総発行部数の 31.83%，マンガ誌に限定すると，69.07%を占めていた。マンガ

誌は雑誌全体の発行部数の 25.57%を占めていた。この場合の市場構造行列は上

位 3 社を一つの出版社として構成した所有者構造行列と一致する。 

 したがって，本稿では次の 7 つの供給モデルを検討する：1．読者サイド及び

広告主サイドとも競争，2-(a)．読者サイドが協調及び広告主サイドが競争（完

全協調），2-(b)．読者サイドが協調及び広告主サイドが競争（上位 3 社協調），

3-(a)．読者サイドが競争及び広告主サイドが協調（完全協調），3-(b)．読者サイ

ドが競争及び広告主サイドが協調（上位 3 社協調），4-(a)．読者サイド及び広告

主サイドとも協調（完全協調）及び 4-(b)．読者サイド及び広告主サイドとも協

調（上位 3 社協調）。 

 

5.3 モデル選択 

Bonnet and Dubois（2010）， Sudhir（2001b）及び Villas-Boas（2007）に従い，

本稿では各供給モデルに基づく各雑誌の限界費用の推定値を使って統計的にモ

デル選択を行う。供給モデル h の下で，各雑誌の限界費用（読者サイド及び広

告主サイド）は観測される価格とモデルから推定される価格費用マージンとの

差として計測できる。推計された限界費用を以下のように定式化する。 

（19） )()()()( )ln()ln( hx
j

hxx
j

hx
j

hx
jj eVcpcmp    

（20） )()()()( )ln()ln( ha
j

haa
j

ha
j

ha
jj eVcpcmq    

pcmx(h)
j及び pcma(h)

j は供給モデル h の下で推定された価格費用マージン（読者サ

イド及び広告主サイド）であり，c x(h)
j及び c a(h)

jは雑誌出版及び広告掲載に係る

費用である。Vx
j及び Va

jは外生的なコスト要因であり，読者サイド及び広告主サ

イドで共通であると仮定する（Vx
j = Va

j = Vj）。本稿では雑誌の観測可能な属性を
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コスト要因として利用する。ex(h)
j 及び ea(h)

j は確率的なコストショックである。

最後に，κx(h)及び κa(h),は推定されるべきパラメータである。 

 2 つの異なる供給モデル h 及び h’について，上記の限界費用関数の当てはまり

の良さを統計的に検定する。読者サイド及び広告主サイドでコスト要因が共通

であるとの仮定により，各限界費用方程式の OLS 推定値は SUR 推定値と同等に

効率的である。読者サイド及び広告主サイドの限界費用方程式を上下に接続し，

一つの方程式とした場合のOLS推定値は個別の方程式ごとのOLS推定値と同値

である。したがって，以下のように，供給モデル h の下での評価関数を考える。 
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本稿では，Bonnet and Duboi（2010）に従い，非入れ子型テスト（Vuong（1989）

及び Rivers and Voung（2002））を行う。 

 任意の異なる供給モデル h 及び h’について，帰無仮説は非入れ子型の 2 つの

供給モデルは「漸近的に同値である」という仮説であり，以下の条件が成立す

る。 

（22） 0)],(),([  lim: )'()'(')()(
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hahxh
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QQH   

ここで各評価関数はそれぞれの供給モデルの下で推定されたパラメータの値で

評価されている。最初の対立仮説は「供給モデル h’は漸近的に供給モデル h よ

り当てはまりが良い」という仮説であり，以下の条件が成立する。 
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2 つ目の対立仮説は「供給モデル h は漸近的に供給モデル h’より当てはまりが良

い」という仮説であり，以下の条件が成立する。 
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 Rivers and Vuong（2002）は以下のような検定統計量を提案している。この統

計量は，供給モデル h 及び h'の「（正規化された）当てはまりの悪さの差」とし

て定義される。 
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各供給モデルは非入れ子型の場合，Rivers and Vuong（2002）は T2n 統計量の漸近

分布は正規分布となることを示した。8 

 

5.3 分析結果 

5.3.1 限界費用 

需要関数の推定結果から，日本の雑誌市場では，広告主サイドから読者サイ

ドへの間接的ネットワーク効果は無視し得るほど小さい（統計的に有意でな

い。）。したがって，ここでの分析では，βを 0 及び Γをゼロ行列とする。したが

って，各サイドのマークアップは以下のように書くことができる。 

（26） ])*)(*()*()*( 1)()(1)(1)()( ahahahxxhxhx sIIIKsIcp    

（27） ahaha sIcq 1)()( )*(   

すなわち，広告主サイドの限界費用は当該サイドの市場構造行列（Ia(h)）のみに

依存することが分かる。したがって，供給モデル 1 の広告主サイドの限界費用

は供給モデル 2-(a)及び 2-(b)と同じである。9 

 表 5－1 は 7 つの供給モデルそれぞれの下での読者サイド及び広告主サイドの

限界費用の推定値である。まず，供給モデル 2-(a)及び 4-(b)の下では，講談社が

出版している「本」という雑誌の出版に価格限界費用（読者サイド）の推定値

はマイナスであった。さらに，供給モデル 3-(a)の下での推定値は供給モデル 2-(a)

及び 4-(a)の下での推定値より大きい。一方，広告掲載に係る限界費用（広告主

サイド）については，すべての供給モデルの下で，すべての雑誌の推定値はプ

ラスであった。また，供給モデル 1，2-(a)，2-(b)，3-(b)及び 4-(b)の下での推定

値は供給モデル 3-(a)及び 4-(a)のそれより大きい。 

 
                                                        
8 σhh’

jは「当てはまりの悪さの差」の分散の平方根として推定される。 

9 さらに供給モデル 3-(a)（3-(b)）の広告主サイドの限界費用は供給モデル 4-(a)

（4-(b)）のそれと一致する。. 
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＝ 表 5－1 ＝ 

 

5.3.2 モデル選択 

各供給モデルに基づく限界費用の推定値（読者サイド及び広告主サイド）の

対数を観測可能な雑誌の属性，すなわち，総ページ数，雑誌サイズ，年間発行

号数，雑誌存続年数，これらの変数の 2 次項と交差項及び出版社ダミーに回帰

する。今回の研究では限界費用を決定づける外生的な要因として，観察される

雑誌属性のみを使っており，データの制約上，紙やインク等のインプット価格

の情報を使っていない。今回のモデル選択の統計的検定には問題があり，あく

までも予備的な考察と位置付けるべきである。 

 

＝ 表 5－2 ＝ 

 

 表 5－2 は出版に係る限界費用関数の回帰分析結果である。2 次項及び交差項

が含まれるため，個別の雑誌属性が限界費用に与える影響は直感的に理解が難

しいが，決定係数（R2）は比較的高い。一方，表 5－3 は広告掲載に係る限界費

用関数の回帰分析結果である。前述のとおり，供給モデル 1，2-(a)及び 2-(b)（3-(a)

及び 4-(a)並びに 3-(b)及び 4-(b)）の結果は同じである。決定係数は比較的高い。 

 

＝ 表 5－3 ＝ 

 

 表 5－4 は供給モデルの総当たりで行った Rivers and Vuong（2002）テスト結

果である。表の各行は帰無仮説の供給モデル（h），各列が対立仮説の供給モデ

ル（h’）を表している。統計量が太字の場合，供給モデル h が統計的に有意に供

給モデル h’よりデータに対する当てはまりが良いことを表し，イタリックの場

合には，供給モデル h’が供給モデル h よりデータに対する当てはまりが良いこ

とを表す（それぞれ 10%の有意水準）。 

 

＝ 表 5－4 ＝ 
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 テストの結果は供給モデル 1，すなわち，読者サイド及び広告主サイドの両方

が競争的であるモデルがその他の供給モデルより統計的に有意にデータに対す

る当てはまりが良いことを示している。したがって，日本の雑誌市場の読者サ

イド及び広告主サイドともに競争的であると言えるだろう。 
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6 結びにかえて 

本稿では，まず，読者サイド及び広告主サイドの需要関数を 2007 年の 475 誌

の雑誌のデータを使い，間接的ネットワーク効果を考慮しながら推定した。次

に，雑誌市場の双方向性を分析フレームワークの中に取り込んだ上で，再販が

一般的な取引形態として定着している日本の雑誌市場が競争的なのか，あるい

は，協調的なのかの予備的な分析を行った。そして，推定された需要関数のパ

ラメータを使い，読者サイド及び広告主サイドのそれぞれが競争的又は協調的

な場合によって異なる 7 つの供給モデルの下でのマージンを推定した。その後，

7 つの供給モデルの中からデータと最も当てはまりの良いモデルを探すために，

非入れ子型の統計的検定を行った。分析結果によると，読者サイド及び広告主

サイドの双方が競争的な供給モデルが最もデータとの当てはまりが良かった。

したがって，日本の雑誌市場の読者サイド及び広告主サイドともに競争的であ

ると言えるだろう。 

 表 6－1 は読者サイド及び広告主サイドの双方で競争の場合のマージン率の記

述統計量である。読者サイドでは，マージン率の平均値が 9.26%及び中央値が

18.32%であった。一方，広告主サイドでは，平均値が 34.95%及び 34.84%であっ

た。雑誌価格の約 3 割程度は書籍・雑誌の流通部門（書籍取次及び書店）のマ

ージンであると言われているため，上記のマージン率の推定値が出版社と流通

部門の合計であると考えれば，出版社のマージン率はマイナスである可能性が

ある。一方，広告代理店が広告料金の 10％から 20%を手数料として取った後で

も，出版社は広告主サイドから利益を得ることができる。以上の結果は，読者

サイドから広告主サイドへの間接的ネットワーク効果を利用して両サイドから

の利潤の合計を最大にするために出版社には雑誌価格を下げるインセンティブ

があることを示していると考えられる。再販契約がない場合，通常，流通部門

は利潤最大化の中で広告の存在を考慮しないので，間接的ネットワーク効果を

内部化しにくい。日本の書籍取次業は高度に寡占的であることを踏まえれば，

再販システムを利用して日本の出版社は雑誌の流通構造上の非効率性を乗り越

えようとしているのかもしれない。 
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＝ 表 6－1 ＝ 

 

 しかしながら，本稿の日本の雑誌市場の競争状況（供給モデル）の実証的検

証には限界がある。具体的には，限界費用関数の推定において，今回の研究で

は限界費用を決定づける外生的な要因として，観察される雑誌属性のみを使っ

ており，データの制約上，紙やインク等のインプット価格の情報を使っていな

い。したがって，あくまでも予備的な考察と位置付けるべきである。 

今後の研究の方向性として，データをパネル化することが考えられる。パネ

ル化により，紙やインク等の雑誌及び広告のインプット価格の時系列的な変動

の情報を限界費用関数の推定に利用することができると考えられる。また，現

在のフレームワークでは，需要関数の推定と限界費用関数（供給関数）の推定

を 2 段階に分けて行い，その後，様々な市場競争の状況（供給モデル）の仮定

の下推計された限界費用を統計的に比較している。一方，Sudhir（2001a）のよ

うに，需要関数と限界費用関数を同時に推定し，その中で競争の程度をパラメ

ータとして推定する方法が代替案として考えられる。この場合，読者サイドと

広告主サイドのサンプル数の違いを十分に考慮しながら全部で 4 本の方程式の

同時推定を行う必要がある。今後の研究課題としたい。 
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表 1－1 双方向市場とプラットフォームの具体例 

ユーザーA プラットフォーム ユーザーB 

需要調整型（demand coordinator） 

PC ユーザー パソコン OS ソフト開発業者 

カードユーザー クレジットカード 加盟店 

消費者 ゲーム機 ゲーム開発業者 

視聴者獲得型（audience maker） 

視聴者 テレビ・ラジオ 広告主 

ネットユーザー 検索エンジン 広告主 

読者 新聞・雑誌 広告主 

市場創造型（market maker） 

消費者 電子商店街 出店事業者 

買い手（借り手） 不動産会社 売り手（貸し手） 

男性 結婚紹介所 女性 

注）プラットフォームの分類については，Evans（2003）に従った。 
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表 3－1 雑誌カテゴリー 

  カテゴリー   カテゴリー 

1 ｴﾘｱ情報誌 24 社内･機内･会員誌 

2 ｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ情報誌 25 車内･機内･会員誌 

3 ｹﾞｰﾑ･ｱﾆﾒ情報誌 26 週刊誌 

4 ｼﾆｱ誌 27 女性ｼﾆｱ誌 

5 ｽﾎﾟｰﾂ誌 28 女性ﾃｨｰﾝｽﾞ誌 

6 その他趣味･専門誌 29 女性ﾐﾄﾞﾙｴｲｼﾞ誌 

7 その他総合誌 30 女性ﾔﾝｸﾞｱﾀﾞﾙﾄ誌 

8 ﾃﾚﾋﾞ情報誌 31 女性ﾔﾝｸﾞ誌 

9 ﾅﾁｭﾗﾙﾗｲﾌ誌 32 女性向けｺﾐｯｸ誌 

10 ﾊﾟｿｺﾝ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ誌 33 女性週刊誌 

11 ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾏﾈｰ誌 34 少女向けｺﾐｯｸ誌 

12 ﾋﾞｭｰﾃｨ･ｺｽﾒ誌 35 少年向けｺﾐｯｸ誌 

13 ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ情報誌 36 食･ｸﾞﾙﾒ情報誌 

14 ﾏﾀﾆﾃｨ･育児誌 37 生活実用情報誌 

15 ﾑｯｸ 38 総合月刊誌 

16 ﾓﾉ･ﾄﾚﾝﾄﾞ誌 39 男性ｼﾆｱ誌 

17 求人･転職情報誌 40 男性ﾃｨｰﾝｽﾞ誌 

18 業界･技術専門誌 41 男性ﾐﾄﾞﾙｴｲｼﾞ誌 

19 健康誌 42 男性ﾔﾝｸﾞｱﾀﾞﾙﾄ誌 

20 建築･住宅誌 43 男性ﾔﾝｸﾞ誌 

21 子供誌 44 男性向けｺﾐｯｸ誌 

22 時刻表 45 文芸･歴史誌 

23 自動車･ｵｰﾄﾊﾞｲ誌 46 旅行･ﾚｼﾞｬｰ誌 
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表 3－2 雑誌ジャンル 

ジャンル ジャンル ジャンル
1 30代ﾌｧｯｼｮﾝ 33 ﾅﾁｭﾗﾙﾗｲﾌ 65 工芸
2 40代ﾌｧｯｼｮﾝ 34 ﾊﾟｰﾂ･その他 66 子育て
3 MAC 35 ﾊｳｽﾎｰﾙﾄﾞ全般 67 子供誌(1)
4 ｱｰﾄ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ 36 ﾊﾟｿｺﾝ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 68 子供誌(2)
5 ｱｳﾄﾄﾞｱ 37 ﾋﾞｼﾞﾈｽ 69 時刻表
6 ｴﾘｱ情報 38 ﾌｧｯｼｮﾝ 70 写真週刊誌
7 ｴﾚｶﾞﾝｽ･ﾊｲｸｵﾘﾃｨ 39 ﾌｧﾐﾘｰ 71 社内･機内･会員誌
8 ｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ情報 40 ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ情報 72 車種別専門
9 ｵｰﾃﾞｨｵ 41 ﾍﾟｯﾄ 73 手作り

10 ｵｰﾄﾊﾞｲ･ｽｸｰﾀｰ 42 ﾎﾞﾃﾞｨ 74 住宅建築(一般)
11 ｵﾋﾟﾆｵﾝ 43 ﾎﾋﾞｰ(模型･おもちゃ･ﾌｨｷﾞｭｱ 75 女性向けｺﾐｯｸ誌
12 ｶｼﾞｭｱﾙ 44 ﾏﾀﾆﾃｨ･育児 76 女性週刊誌
13 ｶﾒﾗ(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ含む) 45 ﾑｯｸ 77 少女向けｺﾐｯｸ誌
14 きもの 46 ﾓｰﾄﾞ･ﾊｲｴﾝﾄﾞ 78 少年向けｺﾐｯｸ
15 ｷｬﾗｸﾀｰ情報 47 ﾓﾉ･ﾄﾚﾝﾄﾞ情報 79 食(料理･ﾚｼﾋﾟ)
16 ｷｬﾘｱ 48 ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ 80 食･ｸﾞﾙﾒ情報
17 ｷﾞｬﾝﾌﾞﾙ･ﾛﾄ 49 ﾛｰﾃｨｰﾝ 81 新車情報
18 ｸﾞﾗﾋﾞｱ 50 囲碁･将棋 82 生き方
19 ｸﾛｽﾜｰﾄﾞ･ﾊﾟｽﾞﾙ 51 一般週刊誌 83 生活情報全般
20 ｹﾞｰﾑ･ｱﾆﾒ情報 52 映画･ｽﾀｰ情報 84 大人ｷﾞｬﾙ
21 ｺｽﾒ 53 園芸(一般) 85 短歌･俳句
22 ｺﾞﾙﾌ 54 園芸(技術) 86 男性向けｺﾐｯｸ誌
23 ｼｽﾃﾑ･ﾈｯﾄﾜｰｸ 55 音楽･ｱｰﾃｨｽﾄ情報 87 通信
24 ｼﾆｱ誌 56 科学･天文 88 読書情報
25 ｽﾄﾘｰﾄ 57 介護 89 部屋づくり･ｲﾝﾃﾘｱ･雑貨
26 ｽﾎﾟｰﾂ総合 58 各ｽﾎﾟｰﾂ競技別 90 文芸(小説･ｴｯｾｲ･ｺﾗﾑなど)
27 その他 59 格闘技 91 輸入車情報
28 その他(演劇など) 60 求人･転職情報 92 旅行･ﾚｼﾞｬｰ
29 その他総合誌 61 教育(実務者) 93 歴史読み物
30 ﾁｭｰﾆﾝｸﾞ･ｶｽﾀﾏｲｽﾞ 62 業界･技術専門情報 94 腕時計
31 ﾃｨｰﾝｽﾞ総合 63 金融･ﾏﾈｰ
32 ﾃﾚﾋﾞ情報 64 健康情報  
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表 3－3 記述統計量 

  単位 平均 標準偏差 最小値 最大値 

読者需要（No.＝19,806）：           

市場シェア  0.0004 0.0009 0.0000 0.0326 

雑誌価格／号 円 622.05 297.01 180.00 2,970.00 

ジャンル内シェア  0.2165 0.2460 0.0002 1.0000 

広告掲載量／号 ページ 49.60 44.36 0.91 499.26 

コンテンツ量 ページ 216.28 153.43 47.09 1,356.74 

雑誌サイズ cm2 54.66 10.18 23.30 93.55 

年間発行号数 号 15.56 11.32 4.00 48.00 

雑誌存続年数 年 54.66 10.18 23.30 93.55 

      

広告需要（No.＝475）：      

広告料金 円 1,365,535.00 773,511.40 55,000.01 3,599,999.00 

広告掲載量 ページ 48.54 43.55 0.91 499.26 

雑誌発行部数 冊 179,416.40 222,758.00 8,000.00 2,778,751.00 

広告サイズ cm2 48.63 11.14 10.13 70.15 

年間発行号数 号 15.35 11.08 4.00 48.00 

同一出版社雑誌数 冊 26.71 23.78 0.00 70.00 
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表 3－4 読者需要関数の推定結果 

Est. S.E. Est. S.E.
雑誌価格／号（対数） -1.9988 0.2023 *** -1.8944 0.3727 ***
カテゴリー×ジャンル内シェア（対数） 0.3238 0.0158 *** 0.3169 0.0263 ***

広告掲載量／号（対数） -0.1966 0.6024

コンテンツ量 0.0026 0.0001 *** 0.0033 0.0019 *
雑誌サイズ 0.0210 0.0015 *** 0.0206 0.0020 ***
年間発行号数 -0.0119 0.0042 *** -0.0094 0.0084
雑誌存続年数 0.0024 0.0004 *** 0.0028 0.0013 **

定数項 2.0576 1.2018 * 1.9666 1.2094

ダミー変数：
カテゴリー
出版社
都道府県

操作変数：
同一カテゴリー×ジャンル内ライバル雑誌数
同一カテゴリー×ジャンル内ライバル雑誌平均存続年数
同一出版社雑誌数
同一出版社雑誌平均存続年数

No.
R  squared
Hansen J  statistics
Degree of freedom

yes
yes

yes
yes
yes

yes
yes

yes
yes

(1) (2)

1

19,806
0.8201
0.1056

2

yes yes

19,806
0.8217

4.42e–15

yes

yes
yes

 

注：***，**及び*はそれぞれ 1%，5%及び 10%水準で統計的に有意であることを表す。 
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表 3－5 広告需要関数の推定結果 

Est. S.E. Est. S.E.
広告料金（対数） -1.8670 0.7146 *** -2.8746 1.0112 ***

発行部数（対数） 0.8375 0.4598 *

広告サイズ 0.0629 0.0280 ** 0.0902 0.0361 **
年間発行号数 0.0414 0.0165 ** 0.0320 0.0206
同一出版社雑誌数 -0.0121 0.0031 *** -0.0131 0.0038 ***

定数項 13.0363 8.4462 16.1361 10.3185

操作変数：
同一ジャンル内ライバル雑誌数
同一ジャンル内ライバル雑誌平均年間発行号数
同一ジャンル内ライバル雑誌平均広告サイズ
同一ジャンル内ライバル雑誌平均コンテンツ量
同一出版社雑誌平均存続年数

No.
Hansen J  statistics
Degree of freedom

yes yes
yes yes
yes yes

yes yes
yes yes

(1) (2)

475
6.6128

4

475
1.3724

3  

注：***，**及び*はそれぞれ 1%，5%及び 10%水準で統計的に有意であることを表す。 
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表 4－1 読者需要及び広告需要の価格弾力性の推定結果 

平均 標準偏差 最低値 中央値 最高値 

読者需要 

雑誌価格 

自己 −2.748 0.232 −2.954 −2.839 −1.998 

交差：グループ内 0.208 0.232 0.002 0.117 0.958 

交差：グループ外 5.42e−04 6.73e−04 2.42e−05 3.49e−04 8.40e−03

広告需要 

広告料金 

自己 −2.874 2.87e−04 −2.875 −2.874 −2.871 

交差 3.19e−04 2.86e−04 5.98e−06 2.40e−04 3.28e−03

発行部数 

自己 0.837 8.33e−05 0.838 0.837 0.837 

交差 −9.28e−05 8.33e−05 −1.74e−06 −6.99e−05 −9.54e−04

注：各雑誌の弾力性推定値の平均値の分布。  

 



 

47 
 

表 5－1 限界費用の推定結果 

  1 2-(a) 2-(b) 3-(a) 3-(b) 4-(a) 4-(b) 

（競争，競争） （協調，競争） （協調，競争） （競争，協調） （競争，協調） （競争，協調） （競争，協調） 

    全企業 上位 3 社 全企業 上位 3 社 全企業 上位 3 社 

Cx 

平均 563.9 451.7 556.3 578.4 564.7 465.5 557.2 

標準偏差 386.2 362.3 387.7 400.3 387.2 374.4 388.7 

最小値 59.0 -22.5 48.3 67.5 60.9 -14.5 50.2 

中央値 465.5 365.4 465.4 475.3 465.5 376.3 465.4 

最大値 4,480.3 4,234.7 4,451.2 4,573.5 4,501.1 4,323.1 4,471.8 

% < 0 0.00% 0.21% 0.00% 0.00% 0.00% 0.21% 0.00% 

  

Ca   

平均 889.3 889.3 889.3 861.8 887.8 861.8 887.8 

標準偏差 504.4 504.4 504.4 504.4 504.3 504.4 504.3 

最小値 33.1 33.1 33.1 7.1 27.4 7.1 27.4 

中央値 781.1 781.1 781.1 753.8 781.1 753.8 781.1 

最大値 2,347.5 2,347.5 2,347.5 2,318.9 2,347.5 2,318.9 2,347.5 

% < 0 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 

注：各供給モデルに基づく，読者サイド及び広告主サイドの限界費用の推定値。例えば，「（協調，競争）」は読者サイドが協調，広告主サイ

ドが競争の供給モデルに基づく推定値である。読者サイドは円，広告主サイドは 1,000 円単位である。 
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表 5－2 限界費用関数の推定結果：読者サイド 

  Model 1   Model 2-(a)   Model 2-(b)   Model 3-(a)   Model 3-(b)   Model 4-(a)   Model 4-(b)   

  （競争，競争）   （協調，競争）   （協調，競争）   （競争，協調）   （競争，協調）   （協調，協調）   （協調，協調）   

        全出版社   上位 3 社   全出版社   上位 3 社   全出版社   上位 3 社   

ページ数（Page） 0 001  (0 001)   0 003 (0 001) *** 0 002 (0 001) * 0 001 (0 001)   0 001 (0 001)   0 003 (0 001) *** 0 002 (0 001) * 

サイズ（Size） −0 046  (0 017) *** −0 028 (0 017) * −0 049 (0 017) *** −0 051 (0 017) *** −0 047 (0 017) *** −0 040 (0 017) ** −0 049 (0 017) *** 

年間号数（Niss） −0 069  (0 022) *** −0 068 (0 023) *** −0 062 (0 023) *** −0 073 (0 023) *** −0 069 (0 023) *** −0 076 (0 023) *** −0 063 (0 023) *** 

存続年数（History） 0 022  (0 009) ** 0 021 (0 009) ** 0 022 (0 009) ** 0 024 (0 009) *** 0 022 (0 009) ** 0 025 (0 009) *** 0 022 (0 009) ** 

雑誌数（Nmag） −0 075  (0 021) *** −0 112 (0 021) *** −0 080 (0 021) *** −0 073 (0 021) *** −0 075 (0 021) *** −0 101 (0 021) *** −0 079 (0 021) *** 

Page * Page 0 000  (0 000)   0 000 (0 000)   0 000 (0 000)   0 000 (0 000)   0 000 (0 000)   0 000 (0 000)   0 000 (0 000)   

Size * Size  0 559  (0 128) *** 0 461 (0 129) *** 0 594 (0 129) *** 0 594 (0 129) *** 0 563 (0 129) *** 0 553 (0 129) *** 0 598 (0 129) *** 

Niss * Niss  0 779  (0 152) *** 0 925 (0 154) *** 0 782 (0 154) *** 0 792 (0 154) *** 0 780 (0 154) *** 0 936 (0 154) *** 0 782 (0 154) *** 

Hisotry * History  0 033  (0 033)   0 066 (0 034) * 0 048 (0 034)   0 031 (0 034)   0 033 (0 034)   0 061 (0 034) * 0 047 (0 034)   

Nmag * Nmag  0 630  (0 179) *** 0 843 (0 181) *** 0 661 (0 181) *** 0 635 (0 181) *** 0 631 (0 181) *** 0 815 (0 181) *** 0 662 (0 181) *** 

Page * Size  0 011  (0 012)   −0 007 (0 012)   0 012 (0 012)   0 013 (0 012)   0 011 (0 012)   0 003 (0 012)   0 012 (0 012)   

Page * Niss  −0 010  (0 021)   −0 027 (0 021)   -0 021 (0 021)   −0 009 (0 021)   −0 010 (0 021)   −0 024 (0 021)   −0 021 (0 021)   

Page * History  −0 031  (0 007) *** −0 041 (0 007) *** −0 033 (0 007) *** −0 033 (0 007) *** −0 031 (0 007) *** −0 042 (0 007) *** −0 034 (0 007) *** 

Page * Nmag  −0 012  (0 006) * −0 008 (0 006)   −0 013 (0 006) ** −0 014 (0 006) ** −0 012 (0 006) * −0 013 (0 006) * −0 013 (0 006) ** 

Size * Niss  0 125  (0 295)   −0 016 (0 298)   0 069 (0 298)   0 184 (0 298)   0 130 (0 298)   0 095 (0 298)   0 074 (0 298)   

Size * History  −0 282  (0 108) *** −0 264 (0 109) ** −0 297 (0 109) *** −0 321 (0 109) *** −0 287 (0 109) *** −0 321 (0 109) *** −0 301 (0 109) *** 

Size * Nmag  0 147  (0 099)   0 349 (0 100) *** 0 161 (0 100)   0 114 (0 100)   0 141 (0 100)   0 242 (0 100) ** 0 155 (0 100)   

Niss * History  −0 007  (0 097)   −0 047 (0 098)   −0 030 (0 098)   −0 013 (0 098)   −0 008 (0 098)   −0 049 (0 098)   -0 030 (0 098)   

Niss * Nmag  0 043  (0 074)   0 046 (0 075)   0 041 (0 075)   0 044 (0 075)   0 042 (0 075)   0 048 (0 075)   0 040 (0 075)   

History * Nmag  −0 073  (0 044) * −0 032 (0 044)   −0 071 (0 044)   −0 085 (0 044) * −0 074 (0 044) * −0 061 (0 044)   −0 072 (0 044)   

Constant 8 948  (0 776) *** 8 540 (0 785) *** 9 038 (0 785) *** 9 102 (0 785) *** 8 959 (0 785) *** 8 841 (0 785) *** 9 050 (0 785) *** 

R squared 0 586    0 583    0 585    0 582    0 585    0 585    0 583    

注：被説明変数：各供給モデルに基づく，出版に係る（読者サイドの）限界費用の推定値。限界費用が負となるサンプルを除外しているため，サンプル数は 474。すべての回帰分析は出版社ダミーを含む。***，**及び*はそれぞ

れ 1%，5%及び 10%で統計的に有意であることを示す。括弧内の数値は標準誤差。
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表 5－3 限界費用関数の推定結果：読者サイド 

   1, 2-(a) & 2-(b)   3-(a) & 4-(a)   3-(b) & 4-(b)   

（‐，競争） （‐，協調） （‐，協調） 

      全出版社   上位 3 社   

ページ数（Page） 0.003 (0.001) *** 0.004 (0.001) *** 0.003 (0.001) ***

サイズ（Size） 0.056 (0.020) *** 0.063 (0.020) *** 0.056 (0.020) ***

年間号数（Niss） 0.116 (0.027) *** 0.132 (0.027) *** 0.117 (0.027) ***

存続年数（History） −0.046 (0.010) *** −0.058 (0.011) *** −0.047 (0.011) ***

雑誌数（Nmag） −0.010 (0.025) −0.016 (0.025) −0.011 (0.025) 

Page * Page −0.001 (0.000) ** −0.001 (0.000) *** −0.001 (0.000) ** 

Size * Size  −0.180 (0.154) −0.228 (0.155) −0.181 (0.155) 

Niss * Niss  −0.593 (0.183) *** −0.644 (0.184) *** −0.595 (0.184) ***

Hisotry * History  0.068 (0.040) * 0.074 (0.040) * 0.069 (0.040) * 

Nmag * Nmag  −0.175 (0.216) −0.161 (0.216) −0.177 (0.216) 

Page * Size  −0.017 (0.015) −0.026 (0.015) * −0.018 (0.015) 

Page * Niss  −0.078 (0.025) *** −0.084 (0.025) *** −0.078 (0.025) ***

Page * History  0.035 (0.009) *** 0.037 (0.009) *** 0.035 (0.009) ***

Page * Nmag  0.002 (0.008) 0.002 (0.008) 0.002 (0.008) 

Size * Niss  −1.064 (0.355) *** −1.267 (0.356) *** −1.076 (0.356) ***

Size * History  0.448 (0.130) *** 0.614 (0.130) *** 0.455 (0.130) ***

Size * Nmag  0.440 (0.119) *** 0.517 (0.119) *** 0.451 (0.119) ***

Niss * History  0.254 (0.117) ** 0.282 (0.117) ** 0.254 (0.117) ** 

Niss * Nmag  0.152 (0.089) * 0.149 (0.090) * 0.155 (0.090) * 

History * Nmag  0.090 (0.052) * 0.119 (0.053) ** 0.089 (0.053) * 

Constant 9.722 (0.934) *** 9.414 (0.938) *** 9.718 (0.938) ***

R squared 0.631    0.602    0.627    

注：被説明変数：各供給モデルに基づく，広告掲載に係る（広告主サイドの）限界費用の

推定値。限界費用が負となるサンプルを除外しているため，サンプル数は 474。すべての回

帰分析は出版社ダミーを含む。***，**及び*はそれぞれ 1%，5%及び 10%で統計的に有意

であることを示す。括弧内の数値は標準誤差。
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表 5－4 Rivers and Vuong（2002）テスト結果 

    h' 

h 

2-(a) 2-(b) 3-(a) 3-(b) 4-(a) 4-(b) 

（協調，競争） （協調，競争） （競争，協調） （競争，協調） （協調，協調） （協調，協調） 

全出版社 上位 3 社 全出版社 上位 3 社 全出版社 上位 3 社 

1 （競争，競争）   −6.289 −7.535 −3.549 −2.844 −6.087 −6.666 

(0.000) (0.000) (0.000) (0.002) (0.000) (0.000) 

2-(a) （協調，競争） 全社 5.308 −0.254 5.501 −3.086 4.511 

(0.000) (0.400) (0.000) (0.001) (0.000) 

2-(b) （協調，競争） 3 社 −2.947 2.003 −5.555 −2.868 

(0.002) (0.023) (0.000) (0.002) 

3-(a) （競争，協調） 全社 3.562 −7.726 2.895 

(0.000) (0.000) (0.002) 

3-(b) （競争，協調） 3 社 −6.298 −7.546 

(0.000) (0.000) 

4-(a) （協調，協調） 全社 5.718 

                (0.000) 

注：h は帰無仮説及び h’は対立仮説。統計量が負の場合，帰無仮説の方の当てはまりが良い（太字：統計的に有意）。統計量が正の場合，対

立仮説の方が当てはまりが良い（斜体：統計的に有意）。
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表 6－1 マージン率の記述統計量 

Cover price Advertising price 

Mean 9.26% 34.95%

S.D. 34.63% 0.38%

Min. −218.54% 34.79%

Median 18.32% 34.84%

Max. 47.71% 39.76%

% < 0 25.68% 0.00%

注：Model 1（読者サイド及び広告主サイドの双方で競争）の場合のマージン率の推定値。 


